
令和８年６月３０日
全国知事会 国産木材活用プロジェクトチーム

国産木材の需要拡大に向けた
各都道府県の取組事例

広島県



令和８年６月30日

広島県

～国産木材活用プロジェクトチーム会議～

広島県産材利用の取組

ひろしまの森づくりキャラクター「モーリー」
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その他人工林
0.6万 ha
（3％）

県内民有林人工林（18万ha） 樹種別割合

ヒノキ人工林
10.1万 ha
（55％）

スギ人工林

5.4万 ha
（30%）

マツ人工林
2.3万 ha
（12％）

県内民有林スギ・ヒノキ人工林面積の齢級構成
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県内における木材（スギ・ヒノキ）生産量の推移
広島県素材生産実態調査（広島県林業課）
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住宅分野における県産材利用の促進
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住宅分野の県産材利用量の推移 県内の木造住宅での部材別の県産材使用状況
県産材消費拡大支援事業実績（広島県林業課）

住宅建築会社への補助施主への補助

県内の新設木造
住宅着工戸数のうち
県産材住宅は約２割

（令和６年度）
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羽柄材
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県産ヒノキ

県産ヒノキ16%
県産スギ4%

国産材利用の実態調査（日本木造住宅産業協会）
県産材消費拡大支援事業実績から推定（広島県林業課）
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住宅分野以外の建築物における県産材利用の促進

建築系学生を対象とした木造建築スクール

・参加者：152名（R3～7年度）
・林業や木材に関する講習、製作実習等実施

建築士を対象とした木造建築セミナー

・参加者：123名（R3～7年度）
・木構造計画等に関する講習、木材試験などの現地実習

25.6 

35.3 

8.6 

15.7 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

木造率（棟数ベース）

木造率（延床面積ベース）

（％）

（年度）

消費税率引上前の
駆け込み需要による
一時的な増加

県内の住宅分野以外の低層建築物の木造率の推移
国土交通省「建築着工統計調査」に
基づいて広島県林業課作成
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県内における住宅分野以外の木造建築物の事例（中層）

複数の病院が入居するクリニックビル

完成前の内部の様子
・広島市内にR7.９竣工（木造５階590m2）
・木造建築セミナーを修了された建築士による設計
・木材使用量は142.6 m3（国産カラマツ・スギ）

4

『ひろしま木造建築協議会』会員が設計した

西日本初の木造５階建てビルが広島市内に完成
（令和７年度）
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木造の大きな
ひさしが特徴

防火地域内でありながら、
室内で構造材を露出させた
木造の延焼防止建築物

県内における住宅分野以外の木造建築物の事例（低層①）

広島県庁前いこいの施設の店舗

・広島市中区
・県庁敷地内にR7.3竣工（木造平屋建２棟590m2）
・外壁のルーバーに県産材を使用した商業施設

・広島市中区
・旧広島市民球場の跡地にR5.3竣工（木造２階建５棟、平屋建５棟）
・県産材を215m3使用した商業施設

広島ゲートパーク
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県内における住宅分野以外の木造建築物の事例（低層②）

広島銀行 高屋支店

・東広島市高屋町
・R7.11竣工（木造平屋建て361m2） 
・県産材を一部使用した銀行店舗
・R5に県と建築物木材利用促進協定を締結

・呉市東中央
・R7.５竣工（木造平屋建て174m2） 
・県産材を一部使用した信用金庫店舗
・105㎜角の一般流通材を使用

呉信用金庫 荒神支店
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一層の利用促進するために始めた取組
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全国知事会 国産木材活用プロジェクトチーム

国産木材の需要拡大に向けた
各都道府県の取組事例

岐阜県



岐阜県における国産材活用促進に向けた取組

全国知事会 国産木材活用PT会議（令和８年６月３０日）

岐阜県は

「木の国 山の国」
森林率81％
（国内第２位）

世界の森林率

約67％日本の森林率

★ この豊富な資源をどのように活かすのか？

約31％



非住宅建築物の木造化・木質化

■ 県産材利用促進条例に基づいた促進
■ 相談体制の整備、建築士等の人材育成

１ 非住宅建築物の木造化・木質化の促進／「ぎふ木育」の推進

○非住宅建築物への支援

・木材利用への理解の醸成を図るため、「岐阜県木の国・山の国県産材  
利用促進条例」を施行（Ｒ５）

◇ぎふ県産材利用促進施設等整備事業
・非住宅建築建築物の木造化や内装木質化等に対する支援制度
事業主体：市町村・学校法人・社会福祉法人・株式会社等
補 助 率 ：定額、 1/2以内

◇木の香る快適な公共施設等整備事業
・教育施設や福祉施設の木造化・内装木質化に対する支援制度
事業主体：市町村・学校法人・社会福祉法人等 補助率：定額

白川町：ぎふ県産材利用促進施設等整備事業
（木造化）

大野町：木の香る快適な公共施設等整備事業
（木造化）

＜今後の展開＞

■ PR効果の高い施設の木造化・木質化への優先支援
■ 木造化・木質化推進に必要な技術支援と試験研究体制整備

森と木からの学び 「ぎふ木育」の推進

■ 県民が森林や木材に親しみを持ち、理解を深める  
■「森林に対して責任ある行動をとることができる人材」の育成

街・暮らし からのアプローチ

森・自然 からのアプローチ

ぎふ木遊館
（岐阜市）

森林総合教育センター

morinos(モリノス）
（美濃市）

＜今後の展開＞

■ 県内各圏域にサテライト施設を整備（今後開館予定２施設）
■ 指導者のスキルアップ、保育・教育の活用プログラムの開発
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２ 日本が直面するエネルギー・環境問題への対応

エネルギーと環境に係る社会課題を

「未利用の資源」で解決できないか？ バイオコークス

未利用資源をエネルギーに転換する

起死回生の技術

※ 近畿大学が開発した技術により、木材等から
石炭コークスと代替可能な固形燃料が製造可能に。

✓ エネルギーとしての利用

✓ 産業としての利用（産業炉）

★ 燃焼時のCO₂排出量は実質ゼロ！

• エネルギーを海外に依存（国際情勢による価格の高騰・供給不安）

• カーボンニュートラル（脱炭素社会）対策も待ったなし！
＜バイオコークス＞

出典: 近畿大学HPより

森林
資源 ［年間搬出量※（試算）］

約5,570万トン/年

［建築材等の利用（R5実績）］

約1,860万トン/年
（含水率60％換算）

全人工林の木材量（約28億トン）を

50年サイクルで伐採・搬出すると仮定した場合

［供給可能量（試算）］

約3,710万トン/年 約950万世帯

利用可能な年間エネルギー量
（推計）

※ 岐阜県 (86万世帯)  と  東京都 (768万世帯)  を合わせた全世帯分より多い！
2

※年間搬出量は、林野庁計画課「森林資源の現況」(R4.3.31現在)より岐阜県試算



３ 日本の森林資源の現状と課題

★ 植え過ぎの伐らなさ過ぎ！

★ 枝打ちや間伐などの手入れが不十分

★ スギ花粉の増加、動物の生息地の減少

★ 保水力の低下や災害リスクの増大を招く

日本の林業の課題

( )内は体数

◇個人森林所有者の所有規模

個人の森林所有者の約９割が
所有面積５ha未満

（令和６年度）
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４ 森林資源の有効活用に向けて

所有者不明又は所有者確定困難な土地が大きな課題

所有者不明山林問題の早期解決

山林の適正管理や森林資源の利用促進には、トラックや林業機械が通行する林道等の整備が必須。

しかし、工事に必要な所有者の特定及び境界確定に多大な労力と時間と費用がかかる。

大規模整備による森林資源の活用が可能に
【イメージ図】
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国産木材の需要拡大に向けた
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石川県



石川県における県産材利用促進の取組

令和８年６月３0日
石川県

（全国知事会・国産木材活用PT会議）



石川県における県産材利用促進の取組１

令和６年能登半島地震では116,628棟が、奥能登豪雨では1,902棟が被災。 このうち、全壊・半壊は25,633棟に及ぶ。
⇒住宅再建が復旧・復興の要

１

①「住宅再建× 県産材利活用」 の制度拡充（特例措置）

・高齢者世帯のニーズが高い、平屋等の小規模住宅にも対象拡大

（３～５㎥区分を追加）

・通常の助成単価を倍増（R7）

⇒被災者ニーズに合致し、多くの利用申請あり

県産材 m3 3～5 5～7 7～15 15～20 20～
25以上かつ

使用率90%以上

木塀、

ウッドデッキ

通常 単価 - 7万円 10万円 15万円 30万円 50万円 5～15万円

特例 単価 10万円 15万円 20万円 30万円 60万円 100万円 -

②いしかわ型復興住宅への県産材活用

・様々なライフスタイルに応じた住宅のモデルプラン集を作成
※仮設住宅に入居する全世帯などに冊子配布
※モデルのコンセプトの中に「県産材の活用」を位置づけ

県産材を使用したモデルハウス（輪島市）（このほか、生活再建、臨時特例給付、住まい支援など最大約１千万円の支援制度あり）

ゆのまち加賀（加賀温泉駅）
北陸新幹線敦賀延伸でオープン
天井やベンチに県産スギを使用〇県産材を使用した住宅や施設に対する助成

〇公共建築物への積極的な県産材利用

〇木づかい（＝県産材の利用）表彰

県産材の利用促進 ＜木づかい表彰施設＞

（１）住宅再建に合わせた県産材の利用促進




